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© 一般財団法人神戸観光局

・昨年度より海外の政府観光局やDMOをクライアントに持つ旅行業界に精通した
マーケティング会社を設置し、現地メディアや旅行会社へのBtoBでの戦略的マー
ケティング活動を実施

・欧米の有力旅行雑誌が「2019年行くべきデスティネーション」を発表するこの時
期は、 2019年の旅行先の検討を始める時期であることから、せとうちDMOでは、
この時期での露出を狙い、戦略的に「ラグビーW杯」「瀬戸内国際芸術祭」といっ
た世界的に注目度の高いイベントをフックに瀬戸内エリアの観光情報をきめ細か
く提供

・その結果、世界の旅行市場への影響力がとても大きい欧米の有力メディア（５媒
体）に日本で唯一、瀬戸内が相次いで掲載

・今回の掲載は広告ではなく、PR（Public Relations）活動によるもので、広告掲載
費はかかっていない

・今回の記事掲載による「Setouchi」への関心の高まりにあわせて、Web広告やタ
イアップ記事の掲載、専用サイト「SETOUCHI TRIP」のリニューアル等のデジタル
マーケティング施策を順次実施し、これまでに招請した旅行会社が造成した商品
やFITによる観光客の増加に繋げていく。

背景
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参考資料 旅行を企画するときに参考にするサイト（JNTOｱﾝｹｰﾄ）

DMOがターゲットとする富裕層向け大手メディアへの掲載が実現
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2019年行くべきデスティネーション

52選に日本で唯一ランクイン

2019年瀬戸内国際芸術祭開催エリアとしても紹介されています。

2019年行くべきデスティネーション

Best19の第1位にランクイン!

2019年ラグビーワールドカップ開催エリアとしても紹介されています。

http://www.natgeotraveller.co.uk/smart-travel/features/the-cool-list-2019 https://www.fodors.com/news/photos/fodors-go-list-2019

月間PV： 1,500万PV
WEB：月間PV： 8.2万PV
雑誌：5.9万/copies each month

NATIONAL GEOGRAPHIC TRAVELLER
「人とは違った旅」「従来の旅ガイドではあまり紹介されてこな
かった旅」を望む人たちに、究極の「新しい旅」のアイデアを提供
する米国大手旅行雑誌のUK版。受賞歴を誇るジャーナリズムと写
真で伝えるオーセンティックな旅の数々は、読者をインスパイアさ
せる。年間１０冊発行される同雑誌は、イギリス国内で最も影響力
のある旅行雑誌と認知され、2014・2015・2017年にはブリ
ティッシュ・トラベル・アワードのベスト旅行雑誌賞を受賞。

Fordor's
世界最大の旅行観光情報出版社。世界初の専門的なガイドブックを
出版した会社でもある。平均所得は10万ドルを上回り、Webの月
刊平均PV数は2500万を誇る。米国のみならず、世界中から圧倒的
な支持を受ける旅行誌。

掲載事例 NATIONAL GEOGRAPHIC （UK） Fodor’s Travel（USA）
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https://www.architecturaldigest.com/story/top-travel-destinations-2019

2019年行くべきデスティネーション

TOP20に日本で唯一ランクイン
2019年瀬戸内国際芸術祭開催エリアとしても紹介されています。

2019年行くべきデスティネーション
Best19に日本がランクインし、

瀬戸内国際芸術祭開催地として瀬戸内エリアも
紹介されました。

https://www.cntraveler.com/gallery/19-best-places-to-go-in-2019

月間PV：650万PV

Conde Nast Traveler
平均世帯年収約10万ドルの高所得者を中心とした読者を持つ米国大
手旅行誌の一つ。高品質の旅行、ホテル、レストラン、買い物など
に関する最新情報を掲載し、月間発行部数は約80万部。
「Travel+Leisure 」や「National Geographic Traveler」と並び
北米富裕層をターゲットとした米国有名旅行雑誌の一つ。

月間PV：784万PV

Architectural Digest
1920年に創刊された米国を代表する富裕層向けライフスタイル・
デザイン誌。建築のみならず、インテリア、デザイン、旅行、そし
てアートに関するあらゆる内容を網羅し、世界中で支持される。

掲載事例 Architectural Digest（USA） CONDE NAST Traveller（USA)
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https://www.luxurytravelmagazine.com/news-articles/top-destinations-
across-the-world-for-a-nature-immersion-getaway-in-2019

2019年行くべきデスティネーション
大自然を満喫できる場所 TOP12に徳島

県の祖谷渓谷が日本で唯一ランクイン

Luxury Travel Magazine
米国富裕旅行者をターゲットとしたラグジュアリー旅行専門のウェ
ブマガジン。洗練され旅慣れた世界中の旅行者に対し、旅をインス
パイアさせる記事や、最新トレンド、そして世界中のラグジュア
リーホテルやレストラン、オススメ旅行先を常に提供する。

掲載事例 LUXURY TRAVEL MAGAZINE（USA）

行ってみたら忘れられない日本のスポット
TOP13で

瀬戸内エリアは3スポットもランクイン

Travel and Leisure（USA）

https://www.travelandleisure.com/trip-ideas/japan-unique-attractions#doll-
village-japan

かかしの里（名頃集落、徳島県）/猫島（青島、愛媛県）
/うさぎ島（大久野島、広島県）

Travel and Leisure
世界で最も影響力をもつ富裕層向け旅行雑誌のひとつ、Travel and 
Leisure米国版。
飽くなき探究心をもつ旅慣れた旅行者をインスパイアし続けるべく、
世界中のトラベル・ライフスタイルのコンテンツを紹介。
旅行業界をリードし続ける、最も信頼された旅行雑誌。 6



世界水準のＤＭＯのあり方に関する検討会 御中

せとうちＤＭＯからのご報告
（人材、財源確保等、ＤＭＯをめぐる経営資源のあり方について）

平成30年12月20日
一般社団法人せとうち観光推進機構 1



Management

Marketing
顧客創造・誘客の仕組み作り

儲け続ける仕組み作り

地域人材育成

域内事業者・住民の巻き込み、
機運醸成

受入れ
環境整備

商品・
サービス
開発

地域資源
の

磨き上げ

戦略的プロモーション

ブランドの確立

今期は凍結を
意思決定

せとうちＤＭＯ「活動」概念図

瀬戸内ブランド
コーポレーション

せとうちＤＭＯ
メンバーズ

と連携

前期、今期（来期）は
認知向上に注力
（予算も傾斜配分）
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400,000
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事業費
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プロモーション

208,547

プロダクト開発
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事業活動費
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その他
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管理費
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マーケティング
プロモーション
232,996

プロダクト開発
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受入環境整備
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管理費
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マーケティング
プロモーション

188,550

プロダクト開発

37,855

受入環境整備
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負担金
県 95,400
企業 10,000

国 費
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受託料
11,000

300,000

200,000

100,000

450,000

Ｈ２９

事業活動費

管理費

61,217

マーケティング
プロモーション

211,922

プロダクト開発

93,215

負担金
県 150,000
企業 18,500

国 費

126,480

個別事業負担金

その他
26,239

国費(専門人材)

せとうち観光推進機構 事業費及び財源の推移

396,695

433,893

390,163 392,389

23,03526,483 23,035
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人材、財源確保等、ＤＭＯをめぐる経営資源のあり方（現状と要望）

人材 財源

現
状

基本的に各県および社員企業からの出向者でまかなっている。
人材確保の自由度が低く、必要なスキルを自前で揃えること
は困難。2～3年での入れ替えが前提なので、スキル・ノウハウ
の蓄積、市場サイドおよび国内サプライヤーとのリレーション
維持にも支障が出る可能性がある。

現在は、各県、社員企業からの負担金と国の補助金によって事業
費をまかなっている。絶対的な事業費の不足と不安定さは否めな
い。現在の補助金制度では事業費の先細りは避けられず、今後の
組織運営、事業活動に不安がある。また、受益者負担の原則が確
立していないため、地域内でのガバナンスが効いていない。

対
応

観光庁の専門家派遣事業等を利用するなどして、必要なスキ
ルを外部から調達（そのことで内部人材の成長にもつながって
いる）。また、人が入れ替わること を前提に、できる限り仕事を

仕組み化するように心がけて事業を行っている。リレーション
についても個人に帰属させるのではなく、組織対組織で対応す
ることで担保しているが、限界があり、中核人材だけでもプロ
パー化していく必要を感じている。

「選択と集中」によって、「今」やるべきことに資源を傾斜配分するこ
とで、ミニマムコストで効果を最大化する よう心がけて事業運営を

している（やりたいこと、やったほうがいいことでも思い切って捨て
る）。また、近い将来の自立的運営に向けて、会員事業（会費徴
収）の推進やＴＩＤ制度の研究を進めている（組織の在り方から考え
ても、地域住民・事業者に広くご負担いただくのが理想だと考えて
いる）。

（人材）専門家派遣制度を継続した上で、運用の柔軟性（専門人材のレベルによる人件費格差、月間労働時間の
上限引き上げ等）をご検討いただきたい。プロパー人材の確保については、財源の問題として整理する。

（財源）近い将来の自立的運営に向け、ＴＩＤ制度の広域での運用を可能にする法整備をお願いしたい。一方で、
それまでの時限的措置として、ＤＭＯに対する新たな交付金等の制度創設をお願いしたい。その際には全てのＤＭ
Ｏに一律に配分するのではなく、国として投資する価値があるかどうかの基準をしっかりと決めていただき、財源を
集中投下することで成功事例を早急に作り、その後、ノウハウを水平展開することで全国のＤＭＯのレベルアップを
図っていくことが得策と考える。

要
望
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インバウンド受入環境整備の分野、特に多言語案内表示、多言語解説など、
足下の基本的な地域の整備に関する取組

（補足①）

【受入環境実態調査】
平成28年度事業で、域内の主な観光施設800箇所の
「受入環境実態」調査を実施。施設ごとのカルテを作成し、
市町村、施設管理組織にフィードバックし、改善を促進。

【二次交通情報多言語情報発信】
航路、バスの二次交通情報を収集し、英語、中国語（繁体字）にて
発信。既存乗換検索サービスとも連携し、Googleマップでの閲覧や
ルート検索も可能にしている。
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観光庁に限らず、環境省、文科省（文化庁）、国土交通省の他局等、国の支援制度を
横断的に活用して上記の地域の整備に取り組んでいる点

（補足②）

・DMOで初のパートナーシップを締結し、
山陰インバウンド推進機構とも連携

国立公園の利活用促進と観光コンテンツ
の充実を図る観点から連携協定を締結。

国の指定する文化財を、観光コンテンツと
して有効活用するため、多言語化、VR等
の映像化を促進

・訪日外国人の体験満足度の向上を目的に、
以下のコンテンツを充実

・VR,AR技術を用いた映像コンテンツ

・QRコードやアプリによる多言語解説コンテンツ
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■　ＤＭＯの取組状況に関する調査に対する回答

DMOの名称

対象区域

所在地

設立日 2016年３月 10 日

一般社団法人　せとうち観光推進機構

兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県

広島県広島市中区基町１０番３号　

区分（該当に〇） 広域連携　　地域連携　　地域

＜質問項目②＞
・対象区域の自治体等における地域自らを客観的に把握するための基礎的な取組（宿泊統計等各種統計や
多言語案内等の受入環境の整備等）について、ＤＭＯの立場からどのようにご覧になっていますか。自治体
等に期待する点、改善点等があれば具体的にお聞かせください。

＜質問項目③＞
・観光協会や商工会議所等既存組織とＤＭＯの行う事務・事業との役割分担が明確になされていますか。ま
た、観光協会をベースとして発足したＤＭＯの場合、どのような段取りで現在の組織・事業内容に至ったの
か、これまでの観光協会の事務・事業と異なる点は具体的にどのようなものかをお聞かせください。

＜質問項目①＞
・対象区域の自治体等が策定した観光振興計画（当該地域の観光振興を目的として策定された計画であっ
て、観光振興をその内容の一部とする計画・ビジョン等を含む）がありますか。当該計画において、ＤＭＯは具
体的にどのような役割を担うこととされていますか。

＜回答＞
対象区域内の観光協会や商工会議所等へは、せとうちＤＭＯの取組内容について説明することにより、事業
が重複しないように努めている。　せとうちＤＭＯとしては、財源の制約がある中、欧米豪を重点市場と位置づ
け、対象区域へ外国人観光客を呼び込むためのマーケティングと海外市場のニーズを踏まえた観光プロダク
トの開発支援やエリア化、ルート化、広域周遊を促進するための交通情報発信等を担っており、観光協会や
商工会議所等には、プロダクト開発と受入環境の整備を中心に取り組んでいただけるよう働きかけている。

＜回答＞
せとうちＤＭＯの対象エリアの広島県においては、ひろしま観光立県推進基本条例に基づき，ひろしま観光立
県推進基本計画（計画期間：平成30年度～34年度）が策定されている。　この計画では、観光消費額を増大
させるため、国内外からの観光客数の増加、観光消費額単価の上昇、観光客の満足度向上、情報発信の施
策に取り組むことにしている。　せとうちＤＭＯは、当該計画の施策のうち、消費額単価の高い外国人観光客
を増加させること、外国人観光客による消費単価を上昇させることを担うようになる。　また、県内でＤＭＯが
増えた場合に、各ＤＭＯをつなげるネットワークを構築するとともに，各ＤＭＯの役割分担を明確化することも
期待されている。

＜回答＞
　対象区域の自治体等に対し、せとうちＤＭＯが実施した来訪意向度調査、住民満足度調査、外国人動態調
査、デジタルマーケティング調査の結果について説明会で情報共有するとともに、交通機関や観光拠点施設
等の受入環境の整備を促進するため、外国人向けガイドブック等に掲載されている施設約８００施設の詳細
調査を行い、施設ごとの改善カルテを作成し、施設所有者や管理者へ提案したところである。　受入環境の
整備については、自治体やサービス提供事業者の取組に期待しているが、まだ、外国人旅行者の訪問数が
少ない地域では、費用対効果の面で、慎重になっている面がある。　せとうちＤＭＯとしては、外国人旅行者
を増加させることにより、受入環境の整備の必要性を引き続き促していきたい。

資料３－２
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＜質問項目④＞
・貴DMOが地域で果たすべき役割・仕事について、現在の役割・仕事の内容と、今後必要になってくるだろう
とお考えの役割・仕事内容をお聞かせください。

＜回答＞

＜現在＞　欧米豪市場から対象区域へ外国人観光客を呼び込むためのマーケティングや対象区域内での
消費を拡大するための海外市場ニーズを踏まえた観光プロダクトの開発支援、旅行者の広域周遊を促すた
めの交通情報発信等を担っている。
＜今後＞　瀬戸内エリアは、関東圏や関西圏に比べ、まだ認知度が低く、来訪者数も少ない状況にあるた
め、現在はプロモーション業務に重点を置いているが、今後、来訪者数が増加していくにしたがい、プロダクト
開発や受入環境整備に関する業務が増加していく中で、エリア内の自治体や地域ＤＭＯ等に対するマネジメ
ント業務も拡大していくと考えている。

＜質問項目⑤－１＞
・対象区域内で観光振興に関する多様な主体間の調整が必要となった場合、その合意形成プロセスにおい
て、ＤＭＯはどのような役割を果たしていますか。例えば、自治体の観光部局以外との連携をＤＭＯが担って
いるか、宿泊事業者、観光施設事業者などの民間事業者との連携をどのように行っているか等についてでき
る限り具体的な取組事例をお聞かせください。また、その際に課題と感じていらっしゃること、特に留意されて
いること等についてお聞かせください。

＜回答＞
　多様な主体間での調整に関わる場合には、合意を得ようとしている案件が、区域内の共通目的である観光
振興について、どのようなメリットがあり、各主体にとって、どのような関わり、メリットがあるかをできる限り客
観的な数値を示しながら理解を得るようにしている。　自治体の観光部局以外では、プロダクト開発や、受入
環境整備に関わる部局（建築関係、港湾・空港関係等）と区域内全体における位置づけや役割の観点で連
携をを促すことがある。　民間事業者とは、せとうちＤＭＯメンバーズという会員制度を有しており、メンバーズ
への定期的な情報発信や講演会・研修会・交流会の開催を通じて連携を図っている。

＜質問項目⑤－２＞
・ＤＭＯの活動を地域で認知していただくための具体的な取組みについてお聞かせください。特に地域住民や
資金の提供元の団体（自治体、会員等）に対する説明や対話はどのように行っていますか。また、その際に
課題と感じていらっしゃること、特に留意されていること等についてお聞かせください。

＜回答＞

＜資金提供元団体＞　　理事会や意見交換会の開催時に、活動の内容を説明するほか、毎月のＤＭＯ
ニュースメルマガで、旬の情報を提供している。　　戦略の考え方や事業内容、その成果について、広域連携
ＤＭＯとしての役割を踏まえながら、客観的なデータ等を交えながら説明するよう留意している。
＜地域住民＞　　瀬戸内のブランド化を推進するため、地域で主体的に活動する地域住民との連携が不可
欠であり、瀬戸内を愛し、主体的に情報発信や資源を活かしたビジネス活動等に取り組む地域住民を支援し
ており、その活動の中で、せとうちＤＭＯの取組についても情報発信している。
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＜回答＞
せとうちＤＭＯとしては、欧米豪市場をターゲットとしてインバウンド事業に取り組んでいることから、地域事業
者等は、訪問する欧米豪からの観光客に対し、ＤＭＯを通じて把握した体験・滞在ニーズに沿ったプロダクト
をストレスのない環境で提供することにより、その地域での観光消費額を拡大させ、継続的な事業としていく
ことである。　ＫＰＩとしては、共通で設定している項目以外に、「来訪意向度」、「観光入込数」、「住民満足度」
について設定している。これは、せとうちＤＭＯが、欧米豪市場から１００万人レベルの誘客を実現していくた
めには、旅行者のトラベルライフサイクルに沿って、第１にターゲットの瀬戸内エリアの認知度を高め、来訪し
たいと思ってくれる人を増やすことが必要であること、その来訪意向を確実に旅行行動に結びつけることが必
要であることから、その効果を計るＫＰＩを設定しており、その測定結果により施策見直し等に活用している。

＜質問項目⑤－３＞
・対象区域にある他の「広域連携ＤＭＯ」、「地域連携ＤＭＯ」、「地域ＤＭＯ」と事務・事業の重複等がないよう
に具体的な調整をどのようにを行っていますか、その際に課題と感じていらっしゃること、特に留意されている
こと等についてお聞かせください。

＜回答＞
　対象区域内の自治体やＤＭＯ等と連携して、エリアごとに受入環境の整備やコンテンツブラッシュアップ等を
進めるため、エリア別部会を開催し、連絡・協議の場を設けている。　平成３１年度の国庫補助申請に向けて
は、運輸局と連携して、区域内の自治体やＤＭＯ等を対象とした説明会を開催し、せとうちＤＭＯの取組につ
いて理解してもらったうえで、各団体と連携して観光振興を進めるために、各団体に取り組んでほしい内容に
ついて説明を行った。　小規模の自治体や事業者の中には、広域観光において各団体が担うべき事業という
より、各団体のエリアを念頭においた、取り組みたい事業が優先される傾向がある。広域連携ＤＭＯとして、
広域周遊観光への対応として、各団体の役割を理解してもらえるよう粘り強く取り組んでいく必要がある。

＜質問項目⑥－１＞
・地域がＤＭＯを通じて実現しようとしているビジネスモデル（旅行者の体験・滞在により地域の経済循環を生
み出す仕組み）は具体的にどのようなものでしょうか。ＫＰＩはどのような考え方で設定し、どのように活用して
いますか。また、観光庁に届け出ているKPIのほかに、独自で設定しているものがあれば、具体的にお聞か
せください。

＜質問項目⑥－２＞
・ビジネスモデルが来訪者の経験価値向上を高めるための具体的な取組みにまで落とし込まれていますか。
取組主体、取組内容、スケジュール、評価等の一連のプロセスについてＤＭＯが全体を把握できる仕組みと
なっていますか。

＜回答＞
欧米豪市場の旅行者が求めるプロダクトをストレスのない環境で提供できるよう、事業者等を支援することに
しており、その結果、提供されるプロダクトは来訪者の経験価値を高めることにつながる。　せとうちＤＭＯが
策定する対象区域内における事業計画に参画する自治体やＤＭＯ、民間事業者の取組については、その内
容、スケジュール、評価等の一連のプロセスについて把握できることになっている。

＜質問項目⑥－３＞
・ビジネスモデルの構築、実行に際して、課題と感じていらっしゃること、特に留意されていること等についてお
聞かせください。

＜回答＞
欧米豪市場を含め海外からの訪日旅行者にとって、魅力的で経験価値を高めるプロダクトであるとは考えら
れても、ビジネスとして成立するだけの訪問数が確保できない場合や、プロダクト提供者がビジネスとしてで
はなく、伝統文化の継承として取り組んでいる意識が強い場合など、継続的、安定的にプロダクトを提供する
ことが困難なケースもあり、例えば、３年間はプロダクト提供者がリスクを気にせず新しい事業に挑戦できるよ
うな支援を検討してほしい。
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＜回答＞
対象区域において、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するた
めの戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を発揮することが求められていなが
ら、公的に保障された権限もなく、主導的役割を果たすことが難しいと考えられる。　安定的な運営財源の確
保とともに、観光地経営を担うにあたっての制度面での裏づけを整備することが求められる。

＜質問項目⑦－１＞
・ＤＭＯの財源や人材の確保についての現在の具体的な取組状況をお聞かせください。その際、課題と感じ
ていらっしゃること、特に留意されていること等についてもお聞かせください。

＜回答＞

＜財源＞　広域連携ＤＭＯとして、自らの事業活動で財源を得る手法を有しないことから、社員団体（県・民間
企業）からの負担金に全面的に依存しており、その財源をもとに国庫補助制度を活用して事業費を確保して
いる状況である。社員団体からの負担金増額は非常に難しく、必要と考えている取組の中から、優先度の高
いものに限定して取り組んでいる。組織の安定的な運営にも支障をきたしている。
＜人材＞　人材についても、ほぼ社員団体からの派遣・出向者で構成しており、２年～３年で人が変わること
となり、知見やノウハウの蓄積、対象区域内の事業者等との信頼関係の構築についても手戻り感が否めな
いことから、できる限り同時期での人材変更が避けられるよう社員団体へ協力を求めている。

＜質問項目⑦－２＞
・ＤＭＯの財源をはじめとする経営資源のあり方はどのようにあるべきとお考えですか。予算制約がないと仮
定した場合の理想と現状との対比という形でできる限り具体的にお聞かせください。

＜回答＞
ＤＭＯの形態によって異なると考えられるが、広域連携ＤＭＯとしては、特定の団体からの拠出金に頼ること
なく、対象区域内で恩恵を受けるであろう団体、事業者から広く、薄く集められた資金を財源として充てられる
ようにした方が良いと考えている。例えば、海外で実例のあるＴＩＤ制度のような制度による財源確保も検討す
べきと考えている。　広域連携ＤＭＯとして、特定の団体の意向に事業活動が左右されることなく、対象区域
全体の利益につながる活動として承認された事業内容を安定的な財源のもとに実施できる環境が望ましい。

＜質問項目⑦－３＞
・ＤＭＯの財源確保の観点で、国や自治体に求める役割や機能をどのように考えていらっしゃいますか。具体
的にお聞かせください。
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日本版ＤＭＯ形成･確立計画 

 

 

１. 日本版ＤＭＯの組織 

 
申請区分 広域連携ＤＭＯ 

日本版ＤＭＯ候補法人

の名称 

一般社団法人せとうち観光推進機構 

マーケティング･マネジ

メント対象とする区域 

区域を構成する地方公共団体名 

兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県 

所在地 広島県広島市 

設立時期 2016(H28)年３月 10日 

職員数 21 人 

代表者（トップ人材：

法人の取組について対

外的に最終的に責任を

負う者） 

※必ず記入すること 

（氏名） 

佐々木 隆之 

（出身組織名） 

西日本旅客鉄道株式会社 

“瀬戸内”を含む広域の地域を事業エリアと

し、観光キャンペーン等も展開するＪＲ西日本

に長く在職し、実績や知見に加え、現在は取締

役相談役として、運輸業界にとどまらず観光業

界を含めた幅広い人脈を持っている。 

各種データの分析･収集

等（マーケティング）

の責任者（専門人材） 

※必ず記入すること 

（氏 名） 

村橋 克則「専従」 

（出身組織名） 

株式会社オブリージュ 

 

株式会社リクルートで国内旅行事業部事業部長

等を歴任。現在は、株式会社オブリージュを設

立し、観光関連事業者向けのコンサルティング

業務を営んでおり、マーティングやプロモーシ

ョン等についても高い知見と能力を持ってい

る。 
各部門（例：プロモー

ション）の責任者（専

門人材） 

各部門（例：旅行商品

の造成･販売）の責任者

（専門人材） 

連携する地方公共団体

の担当部署名及び役割 
・兵庫県産業労働部国際観光課 

（自治体調整窓口、プロモーション連携、部会運営等） 

・岡山県産業労働部観光課 

（自治体調整窓口、プロモーション連携、部会運営等） 

・広島県商工労働局観光課 

（自治体調整窓口、プロモーション連携、部会運営等） 

・山口県観光スポーツ文化部観光政策課 

（自治体調整窓口、プロモーション連携、部会運営等） 

・徳島県商工労働観光部観光政策課 

（自治体調整窓口、プロモーション連携、部会運営等） 

・香川県交流推進部観光振興課 

（自治体調整窓口、プロモーション連携、部会運営等） 

・愛媛県経済労働部観光交流局観光物産課 

（自治体調整窓口、プロモーション連携、部会運営等） 

連携する事業者名及び

役割 

・株式会社瀬戸内ブランドコーポレーション（事業化支援組織） 

資料３－３

kohzaki-m2cz
四角形
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（観光活性化ファンドを活用した観光関連事業者への経営支援や資金支

援、メンバーシップ事業の提供等） 

※瀬戸内地域を中心とした金融機関と域内外の事業会社計 46 社の出資を得

て設立。 

・株式会社せとうち DMO メンバーズ ※914 社 2018(H30).8.17 時点 

（観光需要の高まりによる企業、団体のビジネスチャンスの拡大と新商品/

サービスの開発・販路拡大を支援するメンバーシップ事業を運営） 

・瀬戸内ブランドサポーター企業 504 者(社)※観光、宿泊、飲食、運 

輸、サービス、食料品業等 2018(H30).8.17 時点 

  ～プロダクト（観光関連サービス・地域産品等）の開発・供給 

官民･産業間･地域間と

の持続可能な連携を図

るための合意形成の仕

組み 

（該当する要件） 

①及び② 

（概 要） 

①：地方自治体及び民間事業者が、本法人の社員総会に社員として参画

し、理事会においても理事として参画し、法人の活動方針等の意思決定に

関与 

②：地方自治体及び民間事業者が本法人の事業本部（業務執行機関）にス

タッフを派遣するほか、エリア別マネジメント部会やインバウンド受入研

究会等（後記「５.」参照）にもプレイヤーたる企業や観光団体、関係自治

体が参画し、“瀬戸内”のコンセプトの確立とプロダクトの開発誘導、ブラ

ンディング等の取組を実施 

地域住民に対する観光

地域づくりに関する意

識啓発・参画促進の取

組 

・地域でインバウンド着地型商品の造成などを行う地域住民活動ネットワ

ーク組織「せとうち Holics」の運営支援を通じて、定期的に住民参加型の

ワークショップ、シンポジウム等を開催している。 

・インバウンド機運醸成セミナーを年１回開催している。 

法人のこれまでの活動

実績 

 

 

（活動の概要） 

・2013(H25)年４月 瀬戸内ブランド推進連合 設立 

※構成団体：瀬戸内を共有する７県（兵庫県、岡山県、広島県、山口県、

徳島県、香川県、愛媛県） 

※目 的：瀬戸内ブランドを確立し、交流人口の拡大による地域経済の活

性化の促進と、豊かな地域社会の実現を図ること。 

・2016(H28)年３月 一般社団法人せとうち観光推進機構 設立 

※世界に比肩できる持続可能な観光地経営を目指すフロントランナーを 

目指し、瀬戸内ブランド推進連合から発展改組。 

※マーケティング、対象市場別プロモーション、プロダクト開発、受入環

境整備に向けた取組を「広域観光周遊ルート形成促進事業費」や「訪日

外国人旅行者周遊促進事業費補助金」等も活用して実施。 

①マーケティング 

 Web アンケート調査による来訪意向度等の調査、デジタルマーケティ

ングの手法を活用した効果的な情報発信及び施策効果の検証等を実施。 

②対象市場別プロモーション 

 デジタルマーケティングプロモーション及び自社 Web サイト（瀬戸内

Finder）を通じたプロモーションを実施。また、主要対象国(米、英、

独、仏)に現地エージェンシーを設置し、活用することで、マーケット情

報の収集及びプロモーションを行うとともに、メディア・旅行会社等と

連携した招請事業等の取組を実施。 
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③プロダクト開発 

 瀬戸内の強みや特色が活かせるクルーズ、サイクリング、アート、

宿、食、地域産品の６つのテーマに沿ったプロダクトの商品化、販売促

進等のための取組（パンフレット・動画制作、体験視察ツアー、瀬戸内

お土産コンクールの実施等）を実施。 

 また、富裕層向けの滞在型コンテンツ開発や瀬戸内お奨めの宿等の情

報発信が行える宿泊予約システムサイトの構築等。 

④受入環境整備 

エリア内の受入環境の整備やプロモーション等を推進するため、エリ

ア別の部会を実施。 

また、外国人観光客の受入に向けた実態調査や、高速道路ドライブパ

スの導入に向けた取組、航路・バス情報の収集と多言語での配信などの

二次交通対策等を実施。 

・2017 年２月 メンバーシップ事業「せとうちＤＭＯメンバーズ」開始 

 

（定量的な評価） 

・瀬戸内の外国人延宿泊者数 

2012(H24)年：103 万人泊 ⇒ 2013(H25)年：120 万人泊 ⇒ 

2014(H26)年：154 万人泊 ⇒ 2015(H27)年：260 万人泊 ⇒ 

2016(H28)年：290 万人泊 ⇒ 2017(H29)年：349 万人泊 

・瀬戸内への来訪意向 

＜国内＞ 

2012(H24)年：23.9％ ⇒ 2013(H25)年：27.9％ ⇒ 2014(H26)年：29.5％ 

⇒ 2015(H27)年：27.7% ⇒ 2016(H28)年：27.3% ⇒ 2017(H29)年：25.7%  

＜海外＞ 

2016(H28)年：18.4% ⇒ 2017(H29)年：16.5%  

※2016(H28)年は 2カ国調査(米,豪)に対して、2017(H29)年は 5カ国(米,

英,仏,独,豪)に変更。 

・住民満足度 

2016(H28)年：39% ⇒ 2017(H29)年：72.1% 

※2016(H28)年は 5段階評価に対して、2017(H29)年は 6段階評価に変更。 

実施体制 （実施体制の概要） 

“瀬戸内”が、国内外の観光客等から選ばれる「ブランド」となるため、

①推進機構、②民間事業者・自治体、③株式会社瀬戸内ブランドコーポレ

ーション（事業化支援組織）が連携した取組を実施 

【推進機構の役割】 

瀬戸内全体のコンセプトや目指す姿を掲げ、全体プロモーション等の展

開を通じて、瀬戸内をテーマとしたサービスや商品に対する需要を創出す

るとともに、瀬戸内ブランドのプロダクト（観光関連サービス・地域産品

等）の開発を誘導 

【民間事業者・自治体の役割】 

魅力ある様々なプロダクト(観光関連サービス・地域産品等)の供給をビ

ジネスとして確立。また、外国人観光客の受入に向け環境整備等を推進。 

【株式会社瀬戸内ブランドコーポレーション（事業化支援組織）の役割】 

民間事業者の事業化及び事業拡大を支援し、骨太で継続的な事業推進に

寄与 

【せとうち DMO メンバーズ】 

観光需要の高まりによる企業、団体のビジネスチャンスの拡大等を支援

するメンバーシップ事業を運営 
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①瀬戸内サロン：各種情報提供・勉強会の開催、交流の場を提供 

各種講演会・シンポジウムの開催、ビジネスマッチングの機会の提供等 

②瀬戸内コンシェルジュ：観光関連事業に必要な業務サポート機能 

外国語電話通訳サービスの提供や EC サイトでの販売機会の提供等 

③メディアサービス：効果的に国内外へ情報を発信 

独自インターネットメディアでの広告枠の提供等 

 

（実施体制図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 日本版ＤＭＯ候補法人がマーケティング･マネジメントする区域  

 

【区域の範囲】兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県※海域を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【区域設定の考え方】 

瀬戸内海に接する兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県の７県においては、歴史、

文化、自然など共通する点が多く、2013 年の瀬戸内ブランド推進連合の設立以降（同連合は一般社団法

人せとうち観光推進機構に発展改組。）、これらの瀬戸内が共有する多様な資産を、“瀬戸内”として発信

することにより、瀬戸内の認知度とブランド力を高め、国内外からの誘客を促進する活動に取り組んでき

た。瀬戸内としての認知度の向上とともに、また地域間での連携機運も高まりつつあり、現在においても

一体のエリアとしてマーケティング、マネジメントする区域とすることが有効であり、区域として設定す

るもの。 

山口県 

愛媛県 

広島県 岡山県 兵庫県 

香川県 

徳島県 

①せとうち観光

推進機閤

The Inland Sea, 

SETOUCHI

Tourism 

Authority

目標

来訪意向

H２５

２７.９％

↓
H３２

５０％

外国人延

宿泊者数

H２５

120万人泊

↓

H３２

600万人泊

②民間事業者・自治体等

行政（７県）

テーマ別マネジメント部会

エリア別マネジメント部会

観光関連事業者

各市町

観光協会等

既

存

販

売

チ
ャ
ネ

ル
〔

旅

行

代

理

店

等
〕

③瀬戸内ブランドコーポレーション
（７県の金融機関，日・政策投資銀行，経済界等）

④
せ
と
う
ち
Ｄ
Ｍ
Ｏ
メ
ン
バ
ー
ズ
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【観光客の実態等】 

 瀬戸内の外国人観光客は順調に推移しており、特に外国人延宿泊者数をみると近年は全国平均及

び地方部の平均を上回る増加を見せている。国・地域別では、地域内に定期便が就航している台湾、

中国、香港、韓国に加え、ゴールデンルートから流入していると見られる、米国をはじめとする欧米

豪も多い。 

訪問率を見ると、欧米豪については瀬戸内地域への訪問率が格段に高いものとなっており、この

地域の持つ観光資源と欧米豪からの観光客の興味関心との高い親和性があることが伺える。 

 訪日旅行全体では、中国、台湾等のアジアが多数を占めているが、世界的な海外旅行市場を見る

と、欧米豪の規模は大きいものがあり、欧米豪に軸足を置いた、瀬戸内地域への誘客、周遊促進に取

り組む。 

 

①瀬戸内の外国人延宿泊者数の推移 

 
※瀬戸内７県（兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県）の合計値（以下同じ） 

    （データ出典）観光庁「宿泊旅行統計」 
 

②瀬戸内の国・地域別延宿泊者数（2017 年（H29 年）） 
単位：人泊 

 
（データ出典）観光庁「宿泊旅行統計」 

 

③瀬戸内の外国人の訪問率（2017 年（H29 年）） 
単位：％ 

 
（データ出典）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 

 

【観光資源：観光施設、商業施設、自然、文化、スポーツ、イベント等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013年(H25年） 2014年(H26年） 2015年(H27年） 2016年(H28年） 2017年(H29年）

延宿泊者数 33,495,730 44,824,600 65,614,600 69,388,940 79,690,570

対前年増加率 27.3% 33.8% 46.4% 5.8% 14.8%

延宿泊者数 1,200,190 1,543,330 2,603,290 2,908,350 3,496,110

対前年増加率 16.2% 28.6% 68.7% 11.7% 20.2%

区     分

全  国

瀬戸内※

英国 ドイツ フランス 米国 豪州 中国 台湾 香港 韓国 タイ

瀬戸内※ 63,020 50,810 74,160 179,020 103,200 479,150 686,810 348,780 371,030 59,570

欧米豪 アジア

英国 ドイツ フランス イタリア スペイン 米国 カナダ 豪州 中国 台湾 香港 韓国 タイ
瀬戸内※ 11.6 19.8 23.1 23.1 28.9 37.1 15.0 25.0 24.8 6.8 12.5 13.3 9.3 9.4

欧米豪 アジア

主 な 
エリア 

下関 山口・萩 
広島・宮島 
・岩国 

松山・内子 
瀬戸内しまなみ海

道（尾道・今治） 

主な 
 

観光 
 

資源 

 
◆関門海峡 
◆巌流島 
◆角島大橋 
◆フグ料理 
◆唐戸市場 

 
◆瑠璃光寺五重塔 
◆山口サビエル記
念聖堂 

◆山口県立萩美術
館・浦上記念館 

◆山口の産業遺産
群 

◆外郎 

 
◆宮島（嚴島神社） 
◆平和記念公園 
（原爆ドーム）  

◆錦帯橋 
◆岩国美術館 
◆カキ 
◆岩国寿司 

 
◆道後温泉本館 
◆松山・松山城 
◆石手寺 
◆内子座 
◆八日市通り 
◆臥龍山荘 
◆たい飯 

 
◆瀬戸内しまなみ
海道 

◆尾道の町並み 
◆鞆の浦 
◆大久野島 
◆今治ﾀｵﾙ本店 
◆村上水軍 
◆大山祇神社 
◆レモンなどの柑
橘類 

◆焼豚玉子飯 
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【宿泊施設：域内分布、施設数、収容力、施設規模等】 

 ①宿泊施設タイプ別施設数（2017 年（H29 年）１月） 

（データ出典）観光庁「宿泊旅行統計」 

 

②宿泊施設タイプ別利用客室数（2017 年（H29 年）１月～12 月）  

                            （データ出典）観光庁「宿泊旅行統計」 

 

 

 

主 な 
エリア 

岡山・倉敷 
高松・直島 

・琴平・小豆
島 

大歩危 
・祖谷 

徳島・鳴門 
・淡路島 

姫路 神戸 

主な 
 

観光 
 

資源 

 
◆後楽園 
◆倉敷美観地区 
◆岡山城 
◆大原美術館 
◆八塔寺 
◆旧閑谷学校 
◆白桃などの
フルーツ 

 
◆栗林公園 
◆金刀比羅宮 
◆直島 
◆小豆島（寒霞

渓） 
◆瀬戸大橋 
◆讃岐うどん 

 
◆祖谷渓（かず
ら橋等） 

◆大歩危峡・小
歩危峡 

◆ラフティング 
◆妖怪伝承 
◆平家伝説 
◆剣山 
◆祖谷そば 
 

 
◆阿波おどり 
◆うずしお 
◆人形浄瑠璃 
◆大塚国際美術館 
◆四国八十八 
ヶ所 

◆淡路島たまねぎ 
◆鳴門鯛 

 
◆姫路城 
◆好古園 
◆書写山圓教寺 
◆播磨の地酒 
 

 
◆明石海峡 
◆有馬温泉 
◆六甲山 
◆神戸ビーフ 

 

兵庫県 1,142,770 887,070 4,304,330 1,444,160 162,410 207,400 8,148,140

岡山県 361,350 189,450 2,874,310 568,790 114,230 16,570 4,124,700

広島県 457,060 295,630 4,291,110 1,139,250 412,780 41,450 6,637,280

山口県 475,720 91,100 2,046,730 179,260 123,280 14,290 2,930,380

徳島県 204,540 111,650 935,280 135,470 82,900 6,610 1,476,450

香川県 287,590 248,420 1,287,290 334,050 148,400 7,980 2,313,730

愛媛県 610,040 73,010 1,934,510 426,750 88,170 93,640 3,226,120

７県計 3,539,070 1,896,330 17,673,560 4,227,730 1,132,170 387,940 28,856,800

会社・団体の
宿泊所

計県名 旅館
リゾート
ホテル

ビジネス
ホテル

シティ
ホテル

簡易宿所

兵庫県 570 80 190 30 420 100 1,390

岡山県 240 40 150 20 200 10 660

広島県 210 40 180 20 260 30 740

山口県 190 10 120 10 110 20 460

徳島県 260 10 80 10 160 0 520

香川県 100 10 80 10 230 10 440

愛媛県 280 10 100 20 230 20 660

７県計 1,850 200 900 120 1,610 190 4,870

旅館
リゾート
ホテル

ビジネス
ホテル

シティ
ホテル

簡易宿所
会社・団体の

宿泊所
計県名
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【利便性：区域までの交通、域内交通】 

・ゴールデンルートの延長線上にあり、新幹線、鉄軌道、飛行機、船等を利用し、西日本の主要観光

地を訪問することのできる日本随一の確固たる幹線ルートである。 

・域外から又は域内を東西に結ぶＪＲ西日本の東海道・山陽新幹線や鉄道線があり、域内には広島

電鉄(株)や伊予鉄道(株)等その他事業者の鉄軌道がある。 

・また、山陽側と四国側を南北に結ぶ瀬戸内しまなみ海道や瀬戸大橋、明石海峡大橋等陸路に加え、

広島～松山間等定期便航路がある。 

・さらには、域内の地方都市～東京間を結ぶ空路に加え、国際定期便等が運航されている地方空港

も各地（岡山空港、広島空港、山口宇部空港、高松空港、松山空港）にあるほか、LCC を中心に増加

傾向にある。 

 

【外国人観光客への対応】 

・各種パンフレットの多言語化等による情報発信や、受入環境の整備に加え、瀬戸内の観光情報を発信す

るホームページを拡充し、観光情報やアクセス情報だけではなく、外部予約サイト等とも連携し、宿泊施

設や体験コンテンツの予約まで繋がる総合的なホームページ(デジタルプラットフォーム)を構築する事

業を実施している。 

・また、エリア別（広域観光拠点地区別）のマネジメント部会を開催し、受入環境の整備や交通アクセス

の円滑化、滞在コンテンツの充実などに向け、取り組んでいる。 

 

 

３. 各種データ等の継続的な収集･分析 
 

収集するデータ 収集の目的 収集方法 

延べ宿泊者数 
瀬戸内のブランド化に

向けた基礎的データ収

集及びブランド構築に

向け実施する様々な取

組の効果を把握し、これ

を踏まえた効果的な戦

略や施策を立案し実施

していくため。 

宿泊旅行統計調査（観光庁）を活用 

観光消費額 共通基準による観光入込客統計（観光庁）を活用 

来訪者満足度 独自にインターネット調査を実施 

リピート率（再訪意向度） 独自にインターネット調査を実施 

WEB サイトのアクセス状況 独自の WEB サイト（デジタルプラットフォーム）

のアクセス状況を集計 

来訪意向度 独自にインターネット調査を実施 

観光入込数 共通基準による観光入込客統計（観光庁）を活用 

 

 

４. 戦略  

（１）地域の強みと弱み 
 好影響 悪影響 

内

部

環

境 

強み（Strengths） 

・ 瀬戸内海という世界に誇れる観光資源があ

る 

・ 姫路城、宮島、原爆ドームなど有名な観光ス

ポットがある 

・ しまなみ海道が世界的なサイクリングスポ

ットとして認知されている 

・ クルーズ、アートなど文化度の高い層が好

む観光資源が豊富 

弱み（Weaknesses） 

・ 「せとうち」としてのブランド確立には時

間を要する 

・ 外国人観光客に対する住民のおもてなし意

識醸成には一定の時間を要する 

・ それだけで多くの人をひきつけるような卓

抜した商品のさらなる造成が必要 

・ 欧米など海外からの直行便数に限りがある 

・ 縦の二次交通が課題 
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・ 独自のインターネットメディア「瀬戸内

Finder」のファン数が着実に伸びている 

・ 外国人向けの宿泊施設の質、量を向上させ

る必要 

・ 旅行消費額の向上が課題 

外

部

環

境 

機会（Opportunity） 

・ 外国人観光客数が爆発的に増えている 

・ インバウンド誘致が国の重要政策になって

いる 

・ 2019 年にラグビーＷ杯が日本で開催される 

・ 2020 年に東京オリンピック、パラリンピッ

クが開催される 

・ ゴールデンルートのキャパシティが限界に

近づいており、第二のゴールデンルートの

登場が待望されている 

脅威（Threat） 

・ 国内の観光人口が減少する中、地域間競争

が激化 

・ 中国の景気減退等の国際情勢 

・ 円高等の影響 

 

（２）ターゲット 
○第１ターゲット層  

 欧米豪の Educated Traveler 層 （異文化好奇心を持つ旅慣れた知的旅行者。海外旅行市場が

成熟した欧米豪諸国に多く、中長期の滞在による異文化交流を好む） 

○選定の理由 

 欧米豪は国際的な旅行市場のボリュームが大きい上に、日本国内での競争はアジアに比較し

て激しいものではない。なかでも、欧米豪に多い、Educated Traveler 層は瀬戸内の持つ豊富な

歴史や伝統、現代アートといった観光資源との親和性が高く、ターゲットとして、有望であると

考えられるため。 

○取組方針 

 現地の旅行専門エージェンシーを活用し、有力旅行会社、メディア、業界団体等とのリレーシ

ョンを強化し、デジタル領域を含む Public Relation、Marketing Promotion、Travel Trade 等

の活動を最適な組み合わせで、効果的な誘客に取り組む。 

○第２ターゲット層 

欧米豪の Special Interested Hunter 層(特定の趣味を目的とする旅行者。近年はスポーツツ

ーリズムなどに加えて、Foodies といったインフルエンサーも多く、探究心や制覇欲求の強い

層) 

○選定の理由 

 瀬戸内ならではの魅力である、海を見ながらのサイクリングや、島々のアート作品、自然体験

レジャー、瀬戸内の気侯・風土に育まれた食など、瀬戸内の持つ観光資源により Special 

Interested Hunter 層に強く訴えることができるものと考えられるため。 

○取組方針 

第１ターゲット層に対する取組と同様であるが、サイクリング、アート、瀬戸内の日本酒など

Special Interested Hunter 層に訴求するテーマ性のあるコンテンツ等を盛り込む。 

○第３ターゲット層  

 東アジア、東南アジアの Educated Traveler 層、Special Interested Hunter 層 

○選定の理由 

 東アジア、東南アジアは日本国内での競争は激しいものの、瀬戸内地域において最もボリュ

ームの大きい顕在マーケットであり、誘客に取り組む域内の自治体、関係団体も多く、それらと

連携することにより、効果が見込めるため。 
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○取組方針 

 自治体、関係団体の取組（現地での商談や観光展出展など）と連携するほか、Web ページ上で

の情報発信を行い、誘客に取り組む。 

 

 

（３）コンセプト 

①コンセプト 「瀬戸内」の目指すブランド・アイデンティティ 

Ｔｈｅ Ｉｎｌａｎｄ Ｓｅａ，ＳＥＴＯＵＣＨＩ. 

②コンセプトの考え方 世界有数の内海（うちうみ）を共有し、独自で多様な資産から成る内海

便化圏。その特有な文化に触れることで、日常から解放され、あるがまま

の（Authentic）日本を体験できる場所。 

※内海を中心とした独自で多様な資産 

島…瀬戸（狭門）や島々を中心とする、独特の多島美景観や島を望む 

生活。 

食…変化に富んだ潮流で育まれた海の幸や、温暖な気候の恵みである 

柑橘類などの食資産。 

歴史…古代から日本の交通の要衝であり、歴史の重みを感じさせる  

まちなみや情景 

 

 

 

５. 関係者が実施する観光関連事業と戦略との整合性に関する調整･仕組み作り、

プロモーション  

 
項目 概要 

戦略の多様な関係者との

共有 
瀬戸内が有する幅広い観光資源を最大限活用しながら、多様な関係者とと

もに情報発信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦略策定等を

行っている。 

・エリア別マネジメント部会 

受入環境の整備、コンテンツのブラッシュアップ、統一的なプロモー

ション、課題の洗い出し及び施策の検討等を行うことを目的に実施。 

構成：推進機構、関係県市町、観光協会 等 

・インバウンド受入研究会 

宿泊事業者を対象に、せとうち DMO の活動内容や最新のインバウンド

マーケット動向等を情報共有するとともに，相互送客の仕組みの構築等戦

略の共有化を含む研究会を実施。 

観光客に提供するサービ

スについて、維持･向上・評

価する仕組みや体制の構

築 

・エリア別マネジメント部会の実施 

・観光関連事業者等を対象にした「インバウンド・ビジネス機運醸成対策

事業」（講演会、ビジネスマッチング等）の開催 

・市町での外国人観光客の受入に向けた環境整備を促すための整備状況 



（別添）様式１ 

10 
 

調査（広域観光周遊ルート「せとうち・海の道」上の約 800 施設を対象） 

・宿泊事業者を対象にした「インバウンド受入研究会」の実施 

・瀬戸内の「おみやげコンクール」の実施 

・瀬戸内特有の資産を使い、創意工夫によって開発され、「瀬戸内」の目

指すブランド価値を体現する商品・サービスを登録する「瀬戸内ブランド

登録制度」の実施  など 

一元的な情報発信･プロモ

ーション 
①一元的な情報発信 

 特に海外向けには、ブランディングコンセプトに基づき、瀬戸内の観光

情報からモデルプラン、外部予約サイトと連携した宿や体験コンテンツ情

報の紹介、BtoB 向けのセールスコンテンツまでを含む、トータルなイン

バウンド向け Web ページを制作し、当該ページにおいて、瀬戸内エリア全

体を発信している。 

 また、独自のインターネットメディア「瀬戸内 Finder」を日・英・繁で

運営しており、エリア在住のライターによる瀬戸内の観光資源の魅力や楽

しみ方を SNS や Web ページ上で配信している。 

②関係団体との連携 

せとうちＤＭＯに参画する交通事業者や各県等の行政と共に連携した

プロモーション活動（海外観光展出展等）を実施。 

 

６．ＫＰＩ（実績･目標）  

（１）必須ＫＰＩ 【（ ）内は外国人に関するもの】 

※注１：リピーター率（再訪意向度）について、2017 年度から調査実施。 

※注２：観光消費額の 2016 年(H28 年)は、発表されている山口県以外を集計。 
 

（２）その他の目標 【（ ）内は外国人に関するもの】 

※注１：観光消費額の 2016 年(H28 年)は、発表されている山口県以外を集計。 

指標項目 単位 
2014 年 

(H26 年) 

2015 年 

(H27 年) 

2016 年 

(H28 年) 

2017 年 

(H29 年) 

2020 年 

(H32 年) 

●観光消費額 
兆円 1.19 1.30 1.16 集計中 1.32 

（億円） (745) (808) (707)注 2 (集計中) (2,400) 

●延べ宿泊者数 
万人泊 4,059 4,115 4,065 4,095 4,500 

(万人泊) (154) (260) (290) （349） (600) 

●来訪者満足度 ％ 
－ － 82.2 隔年調査のため

未実施 

90 

(－) (－) (46.8) (90) 

●リピーター率 

【再訪意向度】注 1 
％ 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

46.8 

（46.8） 

50 

（50） 

指標項目 単位 
2014 年 

(H26 年) 

2015 年 

(H27 年) 

2016 年 

(H28)年 

2017 年 

(H29)年 

2020 年 

(H32 年) 

●来訪意向度 ％ 29.5 27.7 27.3 25.7 50 

●観光入込数 
億人回 1.49 1.45 1.29 集計中 1.65 

(万人回) (114) (187) (219)注 1 (集計中) (300) 

●住民満足度 ％ － － 39 72.1 90 
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※年次及び目標数値の設定にあたっての検討の経緯及び考え方 

【検討の経緯・設定にあたっての考え方】 

 

2016(H28）年３月の一般社団法人せとうち観光推進機構の設立にあたり、機構のミッションと

して、「せとうちの魅力を国内外に向けて発信し来訪者（交流人口）の増加を図るとともに、せ

とうちブランドを確立する。そのことで域内事業者と住民の意欲を喚起し、新しい産業と雇用の

拡大を促進し、定住人口の増大につなげ、自律的かつ永続的な成長循環を創り上げる。」ことと

し、そのための具体的な 2020 年までに実現したい姿（ビジョン）として、以下を掲げた。 

 

■実現したい姿（ビジョン） 

①せとうちが一度ならず二度、三度と訪れてみたい場所として定着し、 

②国内外から人々が集まり、 

③地域が潤い、 

④輝かしい未来に向けて住民の間に誇りと希望が満ちている。 

 

上記ビジョンを実現するためには、域内事業者および住民の主体性を引き出し、永続的に観光

による地域活性が実現できる状態を創り上げられる必要があり、以下の５の力を鍛え、発揮して

いくことを全体戦略とし、その指標として（１）必須ＫＰＩ（２）その他の目標記載のものをＫ

ＰＩとし、ビジョンが実現した時の到達数字として、2020 年の目標値を設定した。 

 

これらの数値については、機構の年次総会や理事会等において、その達成状況や分析内容を共有

し、実施施策に反映するなど、2020 年の目標達成に向けたＰＤＣＡサイクルを回している。 

  

なお、2016（H28）年に「明日の日本を支える観光ビジョン」が策定され、地方部における外

国人の延べ宿泊者数の 2020 年の目標が 7,000 万人泊に上方修正されたことに伴い、外国人の延

べ宿泊者数の 2020 年の目標値を 360 万人泊としていたものを 600 万人泊に修正し（2016 年 12

月）、あわせて外国人の観光入込数、観光消費額も上方修正（それぞれ 180 万人回→300 万人回、

1,740 億円→2,400 億円）を行った(2017 年６月)。 

 

また、せとうち DMO では、2020 年の瀬戸内のあるべき姿として、一度ならず二度、三度と訪 

れてみたい場所として定着していることを目標にしている。2017 年６月の社員総会において、

単純な訪問回数ではなく、ターゲットに即したプロモーションやプロダクト開発等により、今後

再訪したいと思う旅行意欲をどれだけ喚起できたかを重視することし、リピート率に代えて再

訪意向度を KPI とすることを決定した。 

再訪意向度は、2017 年から調査を実施しており、海外については米 45.3%、英 42.2%、仏 51.3%、

豪 41.3%となっている。また、実現したい姿として描く「二度、三度と訪れてみたい場所」とし

て定着しているといえるためには、瀬戸内を訪れた人の少なくとも半数は再訪したいと思う必

要があると考える。これらのことから検討し、2020 年の KPI を 50％に設定した。 

 

■５つの力 

 ①「集める力」 

→せとうちの魅力を適切なターゲットに向けて発信し、せとうちブランドを浸透させ、消 

費者の来訪意向を高める力－来訪意向度 

 ②「動かす力」 

→魅力ある商品の発掘・開発をサポートし、また消費者が行動するための動機形成を行 

い、多くの観光客の来訪を実現する力－観光入込数 

 ③「儲ける力」 

→旅行者の購買を促進させ、また非効率や機会損失を削減することで旅行消費額を極大化 
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する力－観光消費額、延べ宿泊者数 

 ④「繋げる力」 

→顧客満足度を向上させ、一度ならず二度、三度訪れていただける仕組みを創り運用する力 

－リピーター率【再訪意向度】、来訪者満足度 

 ※リピーター率については、単純な訪問経験や回数ではなく、再訪する旅行意欲が喚起 

されたかという点を重視し、再訪意向度を測定。 
⑤「育てる力」 

→顧客接点を担う、域内の事業者や住民がみずから積極的に観光客を迎え入れ、もてなし、

地域活性を実現するマインドやスキル（自走する力）を醸成する力－住民満足度 

 

７. 活動に係る運営費の額及び調達方法の見通し  

（１）収入 

年度 総収入（円） 内訳 

2016(H28)年度 145,347,000 
【瀬戸内７県、企業からの負担金】105,400 千円 

【その他収入等】39,947 千円 

2017(H29)年度 198,863,000 
【瀬戸内７県、企業からの負担金】167,500 千円 

【その他収入等（繰越金含む）】31,363 千円 

2018(H30)年度 306,763,000 

【瀬戸内７県、企業からの負担金】168,500 千円 

【国庫補助金】119,285 千円 

【その他収入等（繰越金含む）】18,978 千円 

2019(H31)年度 

（見込） 
306,763,000 

【瀬戸内７県、企業からの負担金】168,500 千円 

【国庫補助金】99,428 千円 

【その他収入等（繰越金含む）】38,835 千円 

 
（２）支出 

年度 総支出 内訳 

2016(H28)年度 145,347,000 

【一般管理費（人件費，事務所運営費等）等】74,319 千円 

【広報費、会員制度運営費、その他等費】42,073 千円 

【マーケティング・プロモーション対策費】16,100 千円 

【プロダクト開発費】12,855 千円 

【受入環境整備費】0千円 

 ※別途「広域観光周遊ルート形成促進事業費」を活用 

2017(H29)年度 198,863,000 

【次年度繰越金】38,970 千円 

【一般管理費（人件費，事務所運営費等）等】61,217 千円 

【広報費、会員制度運営費、その他等費】26,483 千円 

【マーケティング・プロモーション対策費】42,547 千円 

【プロダクト開発費】26,446 千円 

【受入環境整備費】3,200 千円 

 ※別途「広域観光周遊ルート形成促進事業費」を活用 
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2018(H30)年度 306,763,000 

【一般管理費（人件費，事務所運営費等）等】61,217 千円 

【広報費、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ対策費、その他等費】16,635 千円 

【マーケティング・プロモーション対策費】185,996 千円 

【プロダクト開発費】39,915 千円 

【受入環境整備費】3,000 千円 

※「訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金」を一部事業

に活用 

2019(H31)年度 

（見込） 
306,763,000 

【一般管理費（人件費，事務所運営費等）等】61,217 千円 

【広報費、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ対策費、その他等費】16,635 千円 

【マーケティング・プロモーション対策費】185,996 千円 

【プロダクト開発費】39,915 千円 

【受入環境整備費】3,000 千円 

※「訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金」を一部事業

に活用予定 

 
（３）自律的･継続的な活動に向けた運営資金確保の取組･方針 

 

８. 日本版ＤＭＯ形成･確立に対する関係都道府県･市町村の意見 

 

 

９. 記入担当者連絡先 
 

担当者氏名 北川 正俊/増田 晶次 

担当部署名（役職） 一般社団法人せとうち観光推進機構 マネージャー/チーフ 

所在地 広島市中区基町 10 番３号 広島県自治会館２階 

電話番号（直通） 082-836-3217 

FAX 番号 082-826-3218 

Ｅ－ｍａｉｌ info@setouchitourism.or.jp 

・瀬戸内７県からの負担金収入（法人社員として） 

・民間企業等からの負担金収入（法人社員として） 

・会員会費制度（メンバーシップ）の導入による会費収入 

・なお、取組を安定的かつ計画的に展開するためには、より安定した特定財源（税財源等）が不可

欠であるため、ＴＩＤ制度（分担金制度等）及び課税制度（宿泊税等）についても、各県等とも連

携し、その手法等について調査して参りたい。                          

一般社団法人せとうち観光推進機構は、兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛

県における広域連携ＤＭＯとして 2017 年 11 月に登録され、引き続き広域的な地域連携により魅

力ある観光地域づくりを行う事業推進主体として推進を図っていく。 
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１０. 関係する都道府県･市町村担当者連絡先 
 

都道府県･市町村名 兵庫県 

担当者氏名 島田 三津起 

担当部署名（役職） 産業労働部国際観光課（課長） 

所在地 兵庫県神戸市中央区下山手通５丁目 10 番１号 

電話番号（直通） 078-362-3697 

FAX 番号 078-362-4275 

Ｅ－ｍａｉｌ kokusaikanko@pref.hyogo.lg.jp 

 

都道府県･市町村名 岡山県 

担当者氏名 石井 謙次 

担当部署名（役職） 産業労働部観光課（課長） 

所在地 岡山県岡山市北区内山下２丁目４番６号 

電話番号（直通） 086-226-7382 

FAX 番号 086-224-2130 

Ｅ－ｍａｉｌ kanko@pref.okayama.lg.jp 

 

都道府県･市町村名 広島県 

担当者氏名 山本 栄典 

担当部署名（役職） 商工労働局観光課（課長） 

所在地 広島市中区基町 10 番 52 号 

電話番号（直通） 082-513-2421 

FAX 番号 082-223-2135 

Ｅ－ｍａｉｌ syokanko@pref.hirosima.lg.jp  
 

都道府県･市町村名 山口県 

担当者氏名 京
きょう

牟礼
む れ

 英二 

担当部署名（役職） 観光スポーツ文化部観光政策課（課長） 

所在地 山口県山口市滝町１番１号 

電話番号（直通） 083-933-3175 

FAX 番号 083-933-3179 

Ｅ－ｍａｉｌ a16200@pref.yamaguchi.lg.jp 
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都道府県･市町村名 徳島県 

担当者氏名 岡島 啓治 

担当部署名（役職） 商工労働観光部観光政策課（課長） 

所在地 徳島県徳島市万代町１丁目１番地 

電話番号（直通） 088-621-2341 

FAX 番号 088-621-2851 

Ｅ－ｍａｉｌ kankouseisakuka@pref.tokushima.jp 

 

都道府県･市町村名 香川県 

担当者氏名 大畑 善彦 

担当部署名（役職） 交流推進部観光振興課（次長） 

所在地 香川県高松市番町四丁目１番 10 号 

電話番号（直通） 087-832-3361 

FAX 番号 087-835-5210 

Ｅ－ｍａｉｌ kanko@pref.kagawa.lg.jp 

 

都道府県･市町村名 愛媛県 

担当者氏名 山名 富士 

担当部署名（役職） 経済労働部観光交流局観光物産課（課長） 

所在地 愛媛県松山市一番町４丁目４番地２ 

電話番号（直通） 089-912-2492 

FAX 番号 089-912-2489 

Ｅ－ｍａｉｌ kankou@pref.ehime.jp 

 

 



法人名：一般社団法人せとうち観光推進機構

【区 域】兵庫県・岡山県・広島県・山口県

徳島県・香川県・愛媛県

【設立時期】平成２８年３月中旬

【代表者】会長 佐々木 隆之

【マーケティング責任者】事業本部長 村橋 克則

【職員数】２１名

【連携する主な事業者】

(株)瀬戸内ブランドコーポレーション、

(株)せとうちDMOメンバーズ、

瀬戸内ブランドサポーター企業

登録区分名：広域連携ＤＭＯ

（実施体制） （ＫＰＩ（実績･目標）） ※（）内は外国人に関するもの。
※注1 観光消費額の2016年(H28年)は、発表されている山口県以外を集計。

①せとうち観光

推進機閤

The Inland Sea, 

SETOUCHI

Tourism 

Authority

目標

来訪意向

H２５

２７.９％

↓
H３２

５０％

外国人延

宿泊者数

H２５

120万人泊

↓

H３２

600万人泊

②民間事業者・自治体等

行政（７県）

テーマ別マネジメント部会

エリア別マネジメント部会

観光関連事業者

各市町

観光協会等

既

存

販

売

チ
ャ
ネ

ル
〔

旅

行

代

理

店

等
〕

③瀬戸内ブランドコーポレーション
（７県の金融機関，日・政策投資銀行，経済界等）

④
せ
と
う
ち
Ｄ
Ｍ
Ｏ
メ
ン
バ
ー
ズ

「瀬戸内」の目指すブランド・アイデンティティ～Ｔｈｅ Ｉｎｌａｎｄ Ｓｅａ，ＳＥＴＯＵＣＨＩ.

○エリア内の受入環境の整備やプロモー

ション等を推進するため、エリア別マネ

ジメント部会等の実施

○外国人観光客の受入に向けた実態

調査

○航路・バス情報の収集と多言語での配

信などの二次交通対策の実施 等

受入環境整備

せとうちＤＭＯメンバーズ

○観光需要の高まりによる企業、団体の

ビジネスチャンスの拡大等を支援する

メンバーシップ事業

①瀬戸内サロン：各種情報提供・勉強

会の開催、交流の場を提供

②瀬戸内コンシェルジュ：観光関連事

業に必要な業務サポート機能

③メディアサービス：効果的に国内外

へ情報を発信

山口県

広島県
兵庫県岡山県

香川県

徳島県
愛媛県

○欧米豪の有力なエージェント等を対象

にした視察ツアーの実施

○富裕層旅行社を含む欧米マーケット強

化のため、現地エージェンシーを設置す

るとともに、それらを活用した市場横断

的なプロモーションの実施 等

○プロダクトの商品化、販売促進等のため

の取組（パンフレット・動画、体験視察

ツアー実施等）の実施

○各施設やコンテンツの調査及びブラッ

シュアップ 等

プロダクト開発

対象市場別プロモーション

○Webアンケート調査による来訪意向度

等の調査

○デジタルマーケティングの手法を活用し

た効果的な情報発信の仕組の構築 等

マーケティング


